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【主検討項目】

Ⅰ．防災対応の迅速化・効率化①「初動対応の自動化」

防災対応の迅速化・効率化②「被害情報報告（第１報）やTEC支援要請取りまとめの自動化」

Ⅱ．3次元データ等を活用した被災状況把握の高度化

Ⅲ．防災ヘリ飛行計画支援

Ⅳ．次世代通信網（ローカル5G、PS-LTE）の活用

Ⅴ．ウェアラブルカメラを活用したリモート現地調査

Ⅵ．ドローン調査の運用強化（悪天候、自動航行、リアルタイム映像配信、人材育成）

※その他、既存システムの連携及び処理の自動化等についても検討

とは

デジタル情報を国土交通省の所掌事務に係る公共事業に活用するための建
設技術の研究及び開発並びに普及に関する事務を総合的かつ一体的に推進
することにより、建設現場の生産性の向上を図る。 ※インフラＤＸ総合推進室の目的より

で

を創造

【防災WG】検討方針

（結果的に）迅速な情報収集共有、的確な指示、早期の応急復旧に寄与
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（そのためには）従来型ではなく、新しい災害対応を創り出していくことが必要

関東地方整備局



【防災WG】全体成果概要
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関東地方整備局

■R3年度実施状況・R4年度取り組み方針（案）
主検討項目 R3実施状況 R4年度の取り組み方針（案）

Ⅰ．防災対応の迅速化・効率化①「初動対応の自動化」 【構築】地震時体制自動発信・登録 【構築】風水害体制自動発信・登録 ○ ○

防災対応の迅速化・効率化②
「被害情報報告（第1報）やTEC支援要請取りまとめの自動化」

【概略検討】自動集計機能整理 【構築】防災クロノロジーシステムに
よる自動集計・資料作成

〇 ○

Ⅱ．3次元データ等を活用した被災状況把握の高度化 【実証実験】ドローン活用実証実験 【概略検討】ドローン運用・AI検討 ○

Ⅲ．防災ヘリ飛行計画支援 【概略検討】運用上の課題整理 【概略検討】機能・システム構成検討 〇

Ⅳ．次世代通信網（ローカル5G、PS-LTE）の活用 【概略検討】実証実験手法の検討 【実証実験】災害現場における適用検討 ○

Ⅴ．ウェアラブルカメラを活用したリモート現地調査 【概略検討】リモート現地調査実証実験 【構築】映像共有システム構築 ○

Ⅵ．ドローン調査の運用強化
（悪天候、自動航行、リアルタイム映像伝送、人材育成）

【概略検討】試行の実施、純国産
ドローン説明会

【構築】既存映像伝送設備の活用に
よるリアルタイム映像伝送の構築

〇

Ⅰ.システム構築 Ⅴ，Ⅵ．試行等Ⅱ．実証実験

地震発生時、システム側から自動的に
体制設置に関する情報を担当者に発信、
チェック後、自動で体制登録及び関係者
への通知を行う機能を構築。

・疑似的な災害現場環境下でのドローンによる3Dデー
タ取得の実証実験を実施

→ドローン映像から簡易に3Dデータが取得可能なこと
を確認

ウェアラブルカメラ映像の遠隔地へのリアルタイム
配信の試行を実施。

ドローン映像の遠隔地へのリアルタイム配信の試
行を実施。純国産ドローンの説明会を実施。

映像伝
送装置

ウェアラブ
ルカメラ

黄着色欄：R3年度に試行等を実施した項目

DX ＷＬＢ



【防災ＷＧ】防災対応の迅速化・効率化①
Ⅰ．初動対応の自動化

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

事象発生時にシステム側から能動的に情報を発信し、自動で処理する仕組みを導入することで、
勤務時間外等において初動対応にあたる職員の負担軽減及び体制構築の迅速化・効率化を図る。

目標

取組内容

防災初動体制時において、職員自らが手動で行ってきた体制メール送信や防災掲示板への体制入力につ
いて、AI等（システム側から能動的に情報発信し職員が登録を行う等）を活用することでシステム側が自動的

に処理する仕組みを導入することにより、防災初動体制にあたる職員の負担軽減を図りつつ、対応の迅速
化・効率化を図る。

After

システムからの能動的な情報発信による操作
Before

手作業によるシステム操作

関東地方整備局

概略検討（基本要件の確認等）

・職員が各種システムを活用して、災害発生の予兆情報を把握
・事象発生時には、短時間に状況を把握し、体制メールを送信
・体制情報等の情報をシステムに登録（防災掲示板）

・災害体制に入る事象をシステムが自動で判別し、予め登録されて
いる担当職員に向けてメール定型文を自動送信

・事象発生時には、システム側から能動的な情報発信を承認すること
で、体制メール送信や防災掲示板登録を自動化

・災害対応のワンオペ化、情報共有機能の高度化

・作業労力がかかる
・確認が必要なシステムが多

く、登録忘れの可能性あり

①自動送信

③システムへの反映
②

承認

・作業の迅速化、労力の軽減
・登録忘れ等の防止

一部運用開始

実施設計（風水
害）

本格運用開始（風水害）

災害！

構築（地震時体制
自動発信・登録）

システム

災害！

システム
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・掲示板への体制入力

④メール送信

試
行

改良

改良

構築（風
水害）

評価

一部運用開始

試
行

評価

本格運用開始（地震）

DX

ＷＬＢ

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。



Ｒ３実施結果

【防災ＷＧ】
Ⅰ．防災対応の迅速化・効率化①「初動対応の自動化」

・初動対応の自動化のための基本要件の確認、機能整理を行い、早期の効果発現を考慮して初動
対応の自動化による効果が見込まれる体制種別を選別

・地震（震度４以上）発生時における情報連絡の自動化機能を構築し、試行後に一部運用開始

DX

ＷＬＢ 関東地方整備局

Ｒ３実施目標

・早期の効果発現が見込まれる体制種別
として地震体制（震度４以上）を選別

【成果】体制自動発信機能（地震）を構築
し、年度末から試行を開始

※Ｒ３年度検討成果

（Ｒ３実施状況）
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総合掛

防災室長

情報収集 体制判断 本省等報告 通知（メール）

Before 防災掲示板

総合掛

防災室長

情
報
収
集

体制判断

防災掲示板

指令登録 体制登録

・指令および体制を同時登録できるよう改修
・収集した情報からシステムが自動で入力
・担当職員がチェックし、システム登録
・登録するとシステムから関係者に通知（メール）

体制構築の迅速化

・初動時に多くの作業を手動で進める必要があった

After
タイムライン

・システムが必要な情報を収集
・判断基準以上の場合、担当職員に通知（自動処理）

本
省
等
報
告

地震

・本省等への報告をシス
テムが自動処理

登録（指令・体制） 通知（メール）

防災掲示板

【体制自動発信・登録機能（地震）（イメージ）】

実施項目 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

概略検討

構築（体制自動発信・登録）

試行・運用

WG

基本要件の確認（体制
自動発信・登録機能）

機能構築（地震（震度４以上）発生時）

機能整理（体制自動発信・登録機能を含
めた防災掲示板全体機能について）

次期防災掲示板システム検討

試行、一部（地震）運用開始

【R4】概略検討

【R4】拡充（体制
自動発信・登録
（風水害等））

R3実施状況 R4年度の取り組み方針（案）

【構築】地震時体制自動発信・登録 【構築】風水害体制自動発信・登録



実施項目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

【構築】風水害体制
自動発信・登録

【改良】地震体制自
動発信・登録

WG

・体制自動発信機能（風水害や土砂災害情報（応援体制））の拡充について検討し、システムを構築

・R3に構築した体制自動発信機能（地震）の試行と訓練による評価・改良

Ｒ４実施目標

関東地方整備局

Ｒ４実施計画

・体制自動発信・登録機能の試行を通じて、効率化の評価及び災害対策運営要領等への反映を検討
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※特記事項

DX

ＷＬＢ

【防災ＷＧ】
Ⅰ．防災対応の迅速化・効率化①「初動対応の自動化」

（Ｒ４実施計画案）

評価実施設計 システム構築

一部運用開始

訓練 システム改良評価 本格運用開始

機能要件の確認
第2回WG（8月下旬）

試行方法の確認
第3回WG（11月下旬）

報告
第4回WG（2月下旬）

R4目標確認
第1回WG（4月下旬）

試行

試行 改良

一部運用開始



令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

事象発生時にシステム側から能動的に情報を発信し、自動で処理する仕組みを導入することで、
勤務時間外等において初動対応にあたる職員の負担軽減及び体制構築の迅速化・効率化を図る。

目標

取組内容

【防災ＷＧ】防災対応の迅速化・効率化②
Ⅰ．被害情報報告（第１報）やTEC支援要請取りまとめの自動化

事象発生直後の防災対応（被害情報報告（第１報）やリエゾン派遣・TEC支援要請等）において、現状では登録対象者が自ら

発信するメールに依存するほか、膨大な受信メールの中から、職員が一つ一つ被害情報を確認して集約するため情報集約に
時間を要している。そこで、AI等（システム側から能動的に情報発信し、職員が登録を行う等）の活用により、システム側が自動
で処理する仕組みを導入することにより、防災初動体制にあたる職員の負担軽減を図りつつ、対応の迅速化・効率化を図る。

After

システムからの能動的な情報発信による操作・集計
Before

手作業による情報伝達及び集計

関東地方整備局

・対象事象発生時、初動情報連絡員が被害情報等をメールで報告
・防災室は、手作業で報告のとりまとめや連絡（回答）漏れのチェッ

クを実施

・作業労力がかかる（膨大）
・チェックに時間がかかる

本格運用開始

初動情報連絡員

防災室

・とりまとめ
・チェック

初動情報連絡員

防災室
②登録（返信）

システム

・自動整理
・チェック
・帳票作成

・発生した事象に応じた定型メールを、システムが初動情報連絡員に
対して自動的にメール送信。

・受信したメールをシステムが自動集計し、確認用の帳票も自動生成。

①登録依頼メール
（自動送信）災害！

【被害情報報告（第１報）】

災害！

・作業の迅速化、労力の軽減
・登録忘れ等の防止

改良
構築（自動
集計・資料
作成）
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③

④確認

概略検討（基本要件の確認等）

一部運用開始

実施設計（システ
ム設計等）

試行 評価

DX

ＷＬＢ

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。
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・現行の初動対応事項を整理し、防災対応の迅速化・効率化に寄与できる対応事項の顕在化を実施
・初動時の情報連絡において大量に受信されるメールを効率的に整理・集約し一覧表示出力等を行
うシステムについて、基本要件の確認等の概略検討を実施

実施項目 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

概略検討

WG

基本要件の確認（自動集計、
チェック、帳票作成）

機能整理 システム構成検討 【R4】構築（自動
集計）

DX

ＷＬＢ 関東地方整備局

【防災ＷＧ】
Ⅰ．防災対応の迅速化・効率化②「被害情報報告（第１報）やTEC支援要請取りまとめの自動化」

（Ｒ３実施状況）

情
報
収
集

地震

初動連絡員登録

初動支援システム
（仮称）

平常時 災害時

・本省等への報告をシ
ステムが自動処理

要
請
通
知

初動連絡員
周辺状況の確認

被
害
登
録

被害状況自動集計 被害状況通知（メール）

建設専門官（事務）
or課長補佐

確
認

・登録された被害情報を
システムが自動集計

・システムが必要な情報を収集
・判断基準以上の場合、初動調

査員に通知（自動処理）

【初動支援システム 被害情報報告支援機能（イメージ）】

Ｒ３実施結果

Ｒ３実施目標

・現行における災害発生時の初動対
応事項を整理

・初動対応への自動集計ツールの適
用による効果を把握

【成果】自動集計ツールの一種である
受信メールの自動振り分け・整理を
行うシステムの適用範囲を整理

※Ｒ３年度検討成果

R3実施状況 R4年度の取り組み方針（案）

【概略検討】自動集計機能整理 【構築】防災クロノロジーシステ
ムによる自動集計・資料作成



【防災ＷＧ】
Ⅰ．防災対応の迅速化・効率化②「被害情報報告（第１報）やTEC支援要請取りまとめの自動化」

実施項目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

【構築】防災クロノロ
ジーシステムによる
自動集計・資料作
成

WG

・自動集計ツールの試行及び評価（被害情報報告（第１報）、リエゾン情報、TEC-FORCE活動記録等）

・試行結果を踏まえて、一部運用開始

・災害体制等に関わる災害対策本部会議資料案の自動作成に関する検討

Ｒ４実施目標

関東地方整備局

Ｒ４実施計画

・試行を通じて、報告様式の統一化等、災害対策運営要領等への反映を検討

8

※特記事項

DX

ＷＬＢ

（Ｒ４実施計画案）

機能要件の確認
第2回WG（9月中旬）

試行方法の確認
第3回WG（12月上旬）

報告
第4回WG（2月下旬）

R4目標確認
第1回WG（4月下旬）

評価実施設計（システム設計等） システム構築

一部運用開始

試行 改良



【防災ＷＧ】DX技術開発
Ⅱ． 3次元データ等を活用した被災状況把握の高度化

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

AI

3D

災害現場での調査、測量に3次元データやステレオカメラ等を適用し、俯瞰的な被災状況把握を行う
ことにより、図示化等の資料作成にかかる職員の負担を軽減する。

目標

取組内容

これまでは被災状況を把握するために現場調査及び測量を行う必要があったが、3次元データや衛星画像、
Car-SAT®等から収集したステレオカメラ画像等を活用することで、俯瞰的な被災状況把握の迅速化及び災
害査定に係わる作業の効率化を図る。

After

３次元データ等を活⽤し、作業の迅速化・効率化
Before

被災状況把握に時間と労⼒がかかる

関東地方整備局

・被害の全体像を把握するまでに時間がかかる
・災害査定に時間と労力を要する

・画像×AIによる被害状況の早期把握
・３次元データを活用した災害査定作業の迅速化・効率化

・調査

・測量

現場 事務所

・データ整理、まとめ

・被害額の試算

関東地整

・被災状況

・災害査定

・被災状況の早期
把握

・災害査定の支援

概略検討（基本要件の確認等）

支援システム

＜可視化＞

・3Dハザードマップ

・3Dプリンタ

・Google MAP 3D

・3D-PLATEAU

3D

→被災域自動判別
→クラック自動判別

→図面の自動作成
→被害額自動試算

時間と労力
が必要

迅速化・
効率化

AI

CCTV

ステレオカメラ
画像

ドローン画像

衛星画像

画像情報

9

本格運用
開始

試行・評価構築概略設計（システム構成検討）
実証実
験

改良

一部運用開始

概略検討（基本要件の確認等）

実証
実験

評価

実施設計（システム設計等）

実証
実験

評価

実施設
計

構築 試行・評価
実証実
験

改良 本格運用開
始一部運用開始

DX

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。



・疑似的な災害現場環境下でのド
ローンによる3Dデータ取得の実証
実験を実施

・3Dデータの作成、可視化等の実施
手法を整理

【成果】ドローン映像から簡易に3D
データが取得可能なことを確認

・概略検討として、技術調査・整理や活用用途等の検討により、災害時における活用可能性を検討
・ドローン映像を用いた３Dデータの取得について、災害現場の模擬環境を活用した実証実験を実施

実施項目 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

概略検討

WG

DX

関東地方整備局

【防災ＷＧ】
Ⅱ．3次元データ等を活用した被災状況把握の高度化

（Ｒ３実施状況）

10

【実証実験】
ドローン

動画

画像

画像 ３D

３D

方法①：静止画から作成

方法②：動画から作成

業務調査・分析（実験計画立案等）

活用用途（シーン）の整理

技術調査・整理
・3Dデータの作成、可視化
・3Dデータによる図面作成 【R4】機能整理、シ

ステム構成検討等

実証実験

実証実験計画

評価 【R4】実施設計

3Dプリンター出力

Ｒ３実施結果

Ｒ３実施目標

※Ｒ３年度検討成果

R3実施状況 R4年度の取り組み方針（案）

【実証実験】ドローン活用実証実験 【概略検討】AI・ドローン運用検討

・盛土を掘削前後で撮影
（疑似的な災害現場）

3D描画ソフトでの崩落範囲表示



実施項目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

【概略設計】AI検討

【実施設計】ドローン
運用

WG

・AI活用方策検討及びシステム構成等の概略設計

・３次元データ等を活用した被災状況把握・災害時申請支援等の運用案の検討

Ｒ４実施目標

関東地方整備局

Ｒ４実施計画

・他WGとの連携を適宜実施（河川、道路等）

11

※特記事項

DX【防災ＷＧ】
Ⅱ．3次元データ等を活用した被災状況把握の高度化

（Ｒ４実施計画案）

概略設計（システム構成検討）

実証実験手法の確認
第2回WG（10月中旬）

報告
第4回WG（2月下旬）

R4目標確認
第1回WG（4月下旬）

実施設計（システム設計等） 実証実験 評価

実証実験結果の確認
第3回WG（1月中旬）



【防災ＷＧ】DX技術開発
Ⅲ．防災ヘリ飛行計画支援

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

災害発生時の防災ヘリコプターによる被災状況調査について、AIを活用して飛行ルートを支援する
仕組みを導入することにより、被害状況の早期把握を図る。

目標

取組内容

これまでは、１次調査で広域の被災状況を確認した後に2次調査（詳細調査）を行っていたが、各防災情報

を利用しヘリ運航を支援するシステムを導入することで、１次調査飛行の段階から調査優先順位の高いエリ
アの調査飛行を実施可能とし、被害状況把握の効率化を図る。

AfterBefore

関東地方整備局

概略検討（基本要件の
確認等）

実施設計

1次調査ルート（事前設定）

CCTV

DiMAPS

スペクトル分析

震度分布

2次調査（詳細調査）

1次調査（スクリーニング）

被災エリア把握

1次調査後に2次調査を

実施するため、詳細調査
実施まで時間を要する

AI被害情報

優先度の高

い調査ルート

を提案

ヘリ運用職員

ヘリ調査実施

優先度を考慮した

調査ルート指示

AI判定による優先調査ルート
各種防災情報

12

体制強化、
運用見直し

本格運用開始
実証実験

試行 改良概略設計（システム構成検討） 構築

一部運用開始評価

評価

DX

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。



・首都直下地震BCP及び近年の全国防災ヘリコプター運用マネジメントの実態をもとに、災害初動時
の防災ヘリ運用にあたっての課題を抽出・整理

・道路啓開路線調査における飛行ルート自動作成の適用可能性の検討を実施

実施項目 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

概略検討

WG

業務調査・分析（運用把握、
課題整理）

対応方針検討

基本要件の確認（体制・運
用の強化に関する事項）

基本要件の確認（システ
ム構築に関する事項）

【R4】体制強化、運用
見直し

【R4】機能整理、シス
テム構成検討等

DX

関東地方整備局

【防災ＷＧ】
Ⅲ．防災ヘリ飛行計画支援

（Ｒ３実施状況）

【現行運用と課題の整理】

Before After

あおぞら号
一次調査

あおぞら号
二次調査

道路8方向22路線

重大被災箇所調査

首都直下地震等地震

被災情報

あおぞら号
一次調査

あおぞら号
二次調査

道路8方向22路線

重大被災箇所調査

首都直下地震等地震

被災情報

各種情報をAIで分析す
ることにより、重大被災
箇所を速やかに特定

地震データ
CCTV等

被災情報等から職員
が重大被災箇所を特
定し調査ルートを作成

→効果的な二次調査が可能

Ｒ３実施結果

Ｒ３実施目標

・防災ヘリの運用における課題
（下記）を抽出・整理

①道路啓開ルート一次調査に要する時間
の短縮が必要

②広域応援ヘリを含めた調査ルート（河
川・道路・港湾）優先度の決定が必要

③あおぞら号の調査可能時間の拡大（早
朝、薄暮時）が必要

※Ｒ３年度検討成果

R3実施状況 R4年度の取り組み方針（案）

【概略検討】運用上の課題整理 【概略検討】機能・システム構成検討
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実施項目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

【概略検討】機能・シ
ステム構成検討

WG

・システム化構想・概略設計（基本要件や必要な機能の整理 等）

・システム機能シミュレーションの評価及びフィードバック

Ｒ４実施目標

関東地方整備局

Ｒ４実施計画

・今後の地震発生の際に検証を行い、業務継続計画等に反映
14

※特記事項

DX【防災ＷＧ】
Ⅲ．防災ヘリ飛行計画支援

（Ｒ４実施計画案）

概略設計（システム構成検討）

実証実験手法の確認
第2回WG（12月上旬）

報告
第3回WG（2月下旬）

R4目標確認
第1回WG（4月下旬）

実証実験 評価



令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

L5G

PS-

LTE

【防災ＷＧ】DX技術開発
Ⅳ．次世代通信網（ローカル5G、PS-LTE）の活用

災害対応に関わる通信環境を整備することにより、災害現場において対応する職員の機動性を確保し、
さらに現場及び関係機関との円滑な情報共有を図る。

目標

取組内容

これまでは現場から映像等の大容量データ伝送が困難であったが、ローカル5Gを活用することで、高速、低
遅延、多元接続可能なプライベートネットワークを確保する。また、PS-LTEを活用することにより、災害対応
にあたる関係機関間での映像情報を含めた情報共有により連携強化を図る。

関東地方整備局

概略検討（基本要件の確認等）

一部運用開始

順次運用開始

実証実験（5G）
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After

⾼速ネットワークによる円滑なデータ共有
Before

ネットワークが原因でデータ共有に制限がある
・現場からのリアルタイムな大容量データ伝送が困難
・災害対応の現場では、関係機関との情報共有が困難

・現場から大容量データの伝送が可能に（４Kカメラ等の高画質映
像のリアルタイム配信、CCTVの冗長性確保等）
・災害現場との大容量データ（画像、映像等）の情報共有が容易に

現場
関東地整

衛星通信車4G・3G

現場 関東地整

関係機関

ローカル5G

〇高画質映像配信
〇CCTV冗長化
〇工事機械の遠隔制御 等

大容量データ
の伝送が困難

現地対策本部

関係機関職員
現地情報の
共有が困難

防災無線
（K-λ）

防災無線
（K-λ）等

関係機関職員

現地対策本部

P
S
-
L
T
E

・映像を含む現地情報の共有
・秘匿性（セキュリティ）の確保

実証実験計画 改良

関係機関

P
S
-
L
T
E

評価

実証実験計画

概略検討（基本要件の確認等）

総務省実証実験 評価

DX

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。



・ローカル5G及びPS-LTEの災害時に
おける利活用の効果を検討

・災害時におけるローカル5G等の活
用を想定した実証実験計画を立案 16

・災害現場における次世代通信網（ローカル5G、PS-LTE）の適用の有効性について、技術動向調査
や利用用途整理等の概略検討を実施

・ローカル5Gについて、国道上における利用エリアの整理を行い、R4実験計画を立案
・PS-LTEについて、関係機関との情報連携における活用検討を実施

実施項目 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

ローカル５G

概略検討

実証実験（計画）

PS-LTE

概略検討

実証実験（計画）

WG

DX

関東地方整備局

【防災ＷＧ】
Ⅳ．次世代通信網（ローカル5G、PS-LTE）の活用

（Ｒ３実施状況）

技術調査・整理 活用用途（シーン）の整理 国道上における利用エリアの整
理（利用可、条件利用可、利用
不可）

実証実験計画立案

活用用途（シーン）の整理

実証実験計画立案 （延期）総務省の実験計画見直し

【R4】実証実験

【R4】実証実験

専用
SIM

ローカル５G

基地局

【ローカル5G 全体像】

端末

ローカル５G

サーバ群 関東地整
内部LAN

インターネット
災害対策本部

関係機関

関東地整
光ファイバー

・光ファイバー網を利用し
たローカル５G基地局

・災害対策本部
等との高速か
つセキュアな
通信網

Ｒ３実施結果

Ｒ３実施目標

※Ｒ３年度検討成果

R3実施状況 R4年度の取り組み方針（案）

【概略検討】実証実験手法の検討 【実証実験】災害現場における適用検討



実施項目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

ローカル５G

PS-LTE

WG

・実証実験の実施（ローカル5G、PSｰLTE【総務省実験への参加】）

・PS-LTEについては、R4.10以降の本格運用開始に向けた課題整理を行い、対応策の検討を実施

Ｒ４実施目標

関東地方整備局

Ｒ４実施計画

・情報インフラWGとの連携により、通信に必要な要件を適宜確認
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※特記事項

DX【防災ＷＧ】
Ⅳ．次世代通信網（ローカル5G、PS-LTE）の活用

（Ｒ４実施計画案）

概略検討（基本要件の確認等） 評価実証実験

実証実験の実施
（総務省実験への参加）

順次運用開始評価

基本要件の確認
第2回WG（9月上旬）

実証実験手法の確認
第3回WG（11月上旬）

報告
第4回WG（2月下旬）

R4目標確認
第1回WG（4月下旬）

実証実験計画

概略検討（基本要件の確認等）



・動画（ウェアラ
ブル）+音声
・ヘッドマウントディスプレイ

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

【防災ＷＧ】DX技術開発
Ⅴ．ウェアラブルカメラを活用したリモート現地調査

災害対応現場で対応する職員の負担軽減を図るため、リモート現地調査（ウェアラブルカメラの導入
等）を用いた意思決定支援により、現地作業・登録作業の作業効率化を図る。

目標

取組内容

これまでは現場からの電話や写真等のデータから意思決定を判断する必要があったが、ウェアラブルカメラ
等を活用することで、現場に負担をかけずに臨場感のある情報の共有及び意思決定支援を図る。また、現地
調査とデータ整理を分担して行うことで、作業効率を図る。

After

現場状況のリモート現地調査、作業分担による効率化
Before

現場状況の伝達が困難（タイムラグ、臨場感）

関東地方整備局

・現場調査後、帰庁後にデータ整理・共有
・臨場感のある現場状況を共有することが困難
・調査（撮影）技術が現地対応職員の技能に依存

・調査・データ整理の分担による作業効率化及び時間短縮
・ウェアラブルカメラとヘッドマウントディスプレイによる現場対応
・対策本部等では、VRゴーグル等でのリモート現地調査の情報共有で意思決
定が容易に

・調査（撮影）
・電話連絡

現場 対策本部・支部

・データ整理
・意思決定

（同一人物） 共有

現場 事務所 対策本部・支部

・データ整理

同時作業

・VRゴーグル
作業分担

リモート
現地調査

災害！ 災害！

共有

・情報共有開始までの時間が短縮
・遠隔地から臨場感ある情報共有が可能
・現地対応職員の技能に依存しない調査指示

・情報共有開始までに時間がかかる
・臨場感ある情報の共有が困難
・調査（撮影）が現地対応職員の技能に依存

構築（映像
共有システ
ム）

本格運用開始
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事務所

帰庁後

・意思決定

概略検討（基本要件の確認等）

一部運用開始

試
行

改良

実施設計

評価

DX

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。



・災害現地における活用として、基本要件の確認や機能整理等の概略検討を実施し、汎用機器の適
用可能性を検討

・汎用機器を利用したリアルタイム映像共有機能の試行を実施し、一部運用開始

実施項目 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

概略検討

試行・運用

WG

汎用機器を利用したリ
アルタイム映像共有

試行・評価

基本要件の確認、機能整理 システム構成の検討活用用途（シーン）の整理

一部運用開始

【R4】構築（映像
共有システム）

DX

関東地方整備局

【防災ＷＧ】
Ⅴ．ウェアラブルカメラを活用したリモート現地調査

（Ｒ３実施状況）

映像伝送
装置

ウェアラブ
ルカメラ

【模擬現場での試行】

現場 災害対策本部

映像

音声

・複数のキャリア回線に分散し
てデータを伝送することで高
品質の映像を安定して伝送

・ウェアラブルカメラ×映像伝送
装置の組み合わせでTeamsを
利用した映像伝送を確認

・遠隔地との相互音
声による連絡を確認

Ｒ３実施結果

Ｒ３実施目標

・通信手段のセキュリティ確保及び高
画質伝送の検討を行い、効果及び有
効性を把握

・Teamsを利用した災害現地からのリア
ルタイム映像伝送・音声通話を確認

【成果】現地映像の共有開始時間の短
縮による現場対応の効果を確認

※Ｒ３年度検討成果

R3実施状況 R4年度の取り組み方針（案）

【概略検討】リモート現地調査実証実験 【構築】映像共有システム構築
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（参考）実証実験実施状況１

20

・リモート現地調査の確認のため、現地での実証実験を実施
・災害対策本部室の大型表示装置に現地映像を表示し、高精細な画像で現地との情報共有が可能なことを確認

（MicrosoftTeamsを利用。伝送回線はセキュリティを確保した4G LTE回線を利用。映像・音声ともに現地と災害対策本部室間で共有。）



実施項目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

構築（映像情報共
有システム）

WG

・災害時に作成される各種映像等を一元管理および共有できるシステム（映像情報共有システム）の構築

・様々な災害現場において利用可能な端末の類型を分析、利活用モデルの作成を行い、災害時に職
員の負担軽減となるシステム利用のパターンを作成

Ｒ４実施目標

関東地方整備局

Ｒ４実施計画

・他WGとの連携を適宜実施（河川、道路、用地、情報インフラ等）
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※特記事項

DX（Ｒ４実施計画案）【防災ＷＧ】
Ⅴ．ウェアラブルカメラを活用したリモート現地調査

実施設計 構築

検討結果の確認
第2回WG（10月上旬）

試行の確認
第3回WG（12月上旬）

報告
第4回WG（2月下旬）

R4目標確認
第1回WG（4月下旬）

評価

一部運用開始

試行 改良



令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

【防災ＷＧ】DX技術開発
Ⅵ．ドローン調査の運用強化（悪天候、自動航行、リアルタイム映像配信、人材育成）

ドローン調査の運用強化を行うことにより、悪天候でも調査を行うことができ、調査・情報共有に係わる
現場負担を軽減しつつ、迅速な映像共有及び的確な意思決定を支援する。

目標

取組内容

現運用では初動における被災状況の俯瞰的な把握にヘリコプター映像を活用しているが、悪天候時等でヘ
リコプター調査が迅速に行えない場合がある。そこで、ドローンによる初動調査の運用強化（機器、情報基盤、
体制、育成）を行うことで、現場負担を軽減しつつ映像を早期に共有し、的確な意思決定等の支援を行う。

After

現場状況の迅速な状況伝達、⾃動化による作業効率化
Before

現場状況の伝達が困難（悪天候、操作、タイムラグ）

関東地方整備局

・悪天候時に調査できない、ドローン操作に技能が必要
・現場調査後、帰庁後にデータ整理・共有
・調査（撮影）技術が現地対応職員の技能に依存

・

・悪天候でも調査可能な体制整備（機器（全天候型）、体制）
・自動航行による現場操作負担の軽減、人材育成
・現場から映像をリアルタイム配信、指示を踏まえた撮影

対策本部・支部

22

現場 事務所

・調査（手動操作）

帰庁後

・データ整理
・映像共有

共有

・意思決定

・情報共有開始までに時間がかかる
・調査（撮影）が現地対応職員の技能に依存災害！

対策本部・支部現場

・調査（自動航行）

リアルタイム配信

情報基盤

共有

・撮影指示、
意思決定

支援システム

災害！

人材
育成

・情報共有開始までの時間が短縮
・現地対応職員の技能に依存しない調査指示

構築（全天候型、
自動航行）

本格運用
開始

概略検討（基本要件の
確認等）

一部運用開始

試行・
評価

改良

試行・評価（リアルタイ
ムドローン映像共有） 構築（既存映像伝送設備の活用によるリアルタイム映像伝送） 試行・評価 改良

実施設計

DX

※今後の予定は現時点での想定であり、現場実証等の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。



実施項目 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

概略検討

試行・運用

WG
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・ドローン映像のリアルタイム映像伝送の災害現地における活用として、基本要件の確認や機能整
理等の概略検討を実施し、汎用機器の適用可能性を検討

・汎用機器を利用したドローン映像のリアルタイム共有機能の試行を実施し、一部運用開始

汎用機器を利用したリアル
タイムドローン映像共有

試行・フィードバック
純国産ドローン説明会

基本要件の確認、機能整理 システム構成の検討活用用途（シーン）の整理

一部運用開始

【R4】構築（全天候
型、自動航行）

DX

関東地方整備局

【防災ＷＧ】
Ⅵ．ドローン調査の運用強化（悪天候、自動航行、リアルタイム映像配信、人材育成）

（Ｒ３実施状況）

現場 災害対策本部

映像

・ドローン映像をリアルタ
イムに遠隔地へ配信

【模擬現場での試行】

音声

ドローン映像

操縦者
・音声による遠隔地か

らの指示に対応可能

ドローン
映像伝
送装置

Ｒ３実施結果

Ｒ３実施目標

・Teamsを活用したドローン映像のリア
ルタイム映像共有の実証実験を計画、
実施

・純国産ドローンの説明会等により、ド
ローン運用のサプライチェーンリスク
への対応を確認

※Ｒ３年度検討成果

R3実施状況 R4年度の取り組み方針（案）

【概略検討】試行の実施、
純国産ドローン説明会

【構築】既存映像伝送設備の活用
によるリアルタイム映像伝送の構築



（参考）実証実験実施状況２
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・ドローンのリアルタイム映像伝送の確認のため、現地での実証実験を実施
・災害対策本部室の大型表示装置にドローン撮影画像を表示し、現地情報の共有ができることを確認

（MicrosoftTeamsを利用。伝送回線はセキュリティを確保した4G LTE回線を利用。映像・音声ともに現地と災害対策本部室間で共有。）



実施項目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

構築（全天候型、自
動航行）

既存映像伝送設備
の活用によるリアル
タイム映像伝送の
構築

WG

・Car-SAT®等の既存の災害対応用映像伝送設備を活用したドローン映像のリアルタイム伝送・共有化
について、利用パターンやその効果について検討

・災害時に作成される各種映像等を一元管理および共有できるシステム（映像情報共有システム）の構築

Ｒ４実施目標

関東地方整備局

Ｒ４実施計画

・他WGとの連携を適宜実施（河川、道路、港湾空港、情報インフラ等）
25

※特記事項

DX【防災ＷＧ】
Ⅵ．ドローン調査の運用強化（悪天候、自動航行、リアルタイム映像配信、人材育成）

（Ｒ４実施計画案）

運用状況・今後の対応策の確認

第2回WG（12月上旬）

報告
第3回WG（2月下旬）

R4目標確認
第1回WG（4月下旬）

実施設計

構築（Car-SAT®等の既存の災害対応用映像伝送設備活用）

一部運用開始


